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平成17年12月16日

平成１８年度一般会計当初予算の要求状況

県では、予算編成過程の透明性を高めるため、平成14年度当初予算から、それまでの予算案（予算案の概要、

主要事業の概要等）の公表に加え、予算要求段階の情報の公開に取り組んでおります。

、 。ここに掲載した要求状況は 平成17年11月14日現在での各部局からの予算要求の内容を取りまとめたものです

平成16年度の地方交付税の大幅な削減によってもたらされた本県財政の厳しい状況は依然として継続してお

り、平成18年度の当初予算の編成に当たっては、財政改革プランの徹底・加速や行政改革大綱に掲げた取組みを

着実に実行するとともに、先般策定した中期的な財政運営指針に基づき 「施策の選択と重点化」を図り 「最小、 、

の経費で最大の効果」をあげるよう努めて参ります。

なお、今後見積られる県税・地方交付税等の歳入の動向や国の予算、査定結果等によって、今回公表する事業

費等が大きく変わる可能性があります。

今回、掲載する資料は、次の2種類です。

要求見積額の総額

ふるさと再生・新生重点枠経費の要求概要

要求見積額の総額

平成18年度当初予算の要求見積額の総額は、約7,276億円となっており、平成17年度当初予算額と比較し、

約125億円、1.7％の減となっています。

款別要求見積額●

（単位：百万円、％）
平成18年度
要求見積額

平成17年度
当初予算額

増　減　額 伸び率

議 会 費 1,290 1,351 △ 61 △ 4.5
総 務 費 27,322 32,151 △ 4,829 △ 15.0
民 生 費 71,406 71,884 △ 478 △ 0.7
環 境 保 健 費 26,626 27,185 △ 559 △ 2.1
労 働 費 1,955 2,082 △ 127 △ 6.1
農林水産業費 86,328 90,765 △ 4,437 △ 4.9
商 工 費 62,542 64,572 △ 2,030 △ 3.1
土 木 費 105,898 108,933 △ 3,035 △ 2.8
警 察 費 32,480 33,471 △ 991 △ 3.0
教 育 費 155,723 156,423 △ 700 △ 0.4
災 害 復 旧 費 6,625 7,751 △ 1,126 △ 14.5
公 債 費 120,471 115,328 5,143 4.5
諸 支 出 金 28,754 28,054 700 2.5
予 備 費 150 150 0 0.0
合　　計 727,570 740,100 △ 12,530 △ 1.7

款　　名
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部局別要求見積額●

部局別では 総務部は公債費の増 約51億円の増 等により約68億円の増 企画政策部は国勢調査費の減 約7、 （ ） 、 （

億円の減）等により約7億円の減、環境生活部は県境不法投棄対策費の減（約2億円の減）等により約2億円

の減、健康福祉部は特別保育事業費の市町村への交付金化に伴う減（約11億円の減）等により約8億円の減、

（ ） （ ）商工労働部は主として制度融資に係る既融資分の残高の減少に伴う貸付金 残高手当分 の減 約37億円の減

等により約20億円の減、文化観光部は県立美術館整備事業費の減（約58億円の減）等により約57億円の減、農

林水産部は公共事業費の減（約23億円の減）等により約52億円の減、県土整備部は県単公共事業費の減（約44

億円の減）等により約31億円の減、警察本部は野辺地警察署庁舎建築事業費の減（約6億円の減）等により約

10億円の減、教育委員会は教職員等人件費の減（約11億円の減）等により約6億円の減となっています。

増減の主なもの□

（単位：百万円、％）
平成18年度
要求見積額

平成17年度
当初予算額

増　減　額 伸び率

総 務 部 174,872 168,079 6,793 4.0
企 画 政 策 部 4,008 4,721 △ 713 △ 15.1
環 境 生 活 部 6,698 6,944 △ 246 △ 3.5
健 康 福 祉 部 92,079 92,862 △ 783 △ 0.8
商 工 労 働 部 63,041 65,012 △ 1,971 △ 3.0
文 化 観 光 部 2,657 8,312 △ 5,655 △ 68.0
農 林 水 産 部 88,576 93,817 △ 5,241 △ 5.6
県 土 整 備 部 110,373 113,438 △ 3,065 △ 2.7
警 察 本 部 32,480 33,471 △ 991 △ 3.0
教 育 委 員 会 150,005 150,610 △ 605 △ 0.4
議会・各種委員会等 2,781 2,834 △ 53 △ 1.9
合　　計 727,570 740,100 △ 12,530 △ 1.7

部　局　名

（単位：百万円）

事　　　　業　　　　名
対前年度
増 減 額

総 務 費 総 務 部 青森県自治研修所研修業務委託費 52

庁公舎整備費（弘前合同庁舎分） 94
市町村発・元気なあおもりづくり支援事業費補助 215

市町村合併支援特別交付金等 588

総務事務センター（仮称）設置準備費 103

企 画 政 策 部 国勢調査費 △ 720

文 化 観 光 部 県立美術館整備費 △ 5,831

県立美術館管理運営費 194

選挙管理委員会 県議会議員選挙費 183

款　　名 部　局　名
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（単位：百万円）

事　　　　業　　　　名
対前年度
増 減 額

民 生 費 健 康 福 祉 部 生活保護費 △ 749
老人医療費負担金 395
在宅介護支援センター運営費補助 △ 420
介護予防・地域支え合い事業費補助 △ 642
地域支援事業県交付金 249
介護給付費県負担金 1,166
介護保険財政安定化基金関係費 △ 1,021
国民健康保険財政調整交付金 2,163
特別保育事業費補助 △ 1,145
児童扶養手当給付費 △ 274

環 境 保 健 費 環 境 生 活 部 県境不法投棄対策費 △ 162
第２回世界自然遺産会議開催費 △ 71

健 康 福 祉 部 青森県動物愛護センター整備費 △ 908
医育機能充実事業費 316

農林水産業費 農 林 水 産 部 一般公共事業費 △ 2,349
農林総合研究センター移転整備事業費 △ 718
経営構造対策費 △ 364
中山間地域等直接支払交付金交付事業費 △ 96
家畜排せつ物利活用施設整備対策事業費補助 △ 116
ふるさと農道緊急整備事業費 △ 210

商 工 費 商 工 労 働 部 県単保証融資制度貸付金（過年度手当分） △ 3,690
ｴｺﾀｳﾝ施設整備費補助 △ 303
青森中核工業団地造成事業資金貸付金 3,713
電源立地地域対策費 △ 1,421
企業立地促進資金貸付金 △ 218
新産業都市建設事業団貸付金 △ 120

土 木 費 県 土 整 備 部 県単公共事業費 △ 4,358
北海道新幹線鉄道整備事業費負担金 1,000
県営住宅建設事業費 328

警 察 費 警 察 本 部 野辺地警察署庁舎建築事業費 △ 559
教 育 費 教 育 委 員 会 県立学校施設整備費 643

全国高等学校総合文化祭開催事業費 △ 168
教職員等人件費 △ 1,146

公 債 費 総 務 部 公債費 5,143

款　　名 部　局　名
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当初予算見積限度額と要求見積額の増減額（一般財源ベース）（参 考）

当初予算編成方針作成時点での想定額と今回の要求見積額を で比較すると、全体として概ね一般財源ベース

想定額以内の見積りとなっています。

ふるさと再生・新生重点枠経費の要求概要

（ 別 冊 ）

（単位：億円）
編成方針作成時点
想　　 定 　　額

要 求 見 積 額 増　減　額

人件費 1,812 1,806 △ 6

扶助費 63 63 0

社会保障関係費 462 460 △ 2

公債費 1,181 1,181 0

313 313 0

310 300 △ 10

46 47 1

70 69 △ 1

1 1 0

23 23 0

281 285 4

30 28 △ 2

22 23 1

0 0 0

4,614 4,599 △ 15合　　　　　　計

メリットシステム経費

生活創造公共事業重点枠経費

ふるさと再生・新生重点枠経費

部局政策経費

大規模プロジェクト事業費

災害公共事業費

国直轄事業負担金

区　　　　　　分

一般公共事業費

その他義務的な経費

税収連動交付金

義務的
経費等

義務的
経　費

公　共
事業費


